


デジタル田園健康特区の新設

新たに（健康/医療）指定



スーパーシティー＆デジタル田園健康特区の指定



３地域の状況

デジタル田園健康特区に指定された３地域



３地域の状況

３地域の目指す主な医療制度改革案件

＊医療者のタスクシフト
→救命救急⼠の検査実施拡⼤（超⾳波）

＊医療者のタスクシフト
→在宅医療での看護師役割拡⼤

＊医療情報対象の情報銀⾏構築
→第三者機関としての情報管理

３地域の状況
等





1990年代ー電子カルテシステム導入機運
の高まりで導入＆検討が活発化

1970年代ー医事会計、検査システムなど
部門毎のシステム化が始まる

1980年代ーオーダエントリーシステム導入で
部門間連携が進展し利便性高まる

2000年代ー電子カルテ導入が進展し、また
地域ネットワーク化も進展の兆し

2010年代ー医療情報の標準化議論・共有化
議論が高まり、仕様策定が進展︖

2020年代ー電子カルテシステム導入が進むも
情報価値化に課題→共有化進める

民間医療機関へ公的補助
により電子カルテシステ
ムの導入が多少加速

新設医科大学の創設、病院の新築に
合わせて導入活発化（公的機関中心）

電子化カルテ・遠隔医療・
画像関係の研究開発開始

医療法の解釈変更に
より、電子カルテが
法的に認められた

一向に進まない、医療情報の共有に政府
も本腰を入れて取り組むことに。今度こ
そ標準化・共有化を実現する決意︕

日 本 の 医 療 情 報 シ ス テ ム の 導 入 経 過 / 経 験 を 振 り 返 る ！
医療機関内、閉じられた区域内の「部分最適情報共有」は、ある程度進展したが

医療機関間＆広域地域間の「全体最適的な情報共有」は進んでいない

かつては
900億円市場創造

各省の委員会で医療情報標準化
議論活発化、地域ネット進展



1970年代・直ぐにデータ利活用は可能と・・
情報発生源で収集される健康・医療情報は、当然多方面で利活用すべきと

47年前当時も先進的医師達は考えていたが、標準化出来ずその活用は非現実的感あり

1975年当時に考えた５年後に実現したい医療情報ネットワークの姿
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標準的電子カルテ推進委員会開催（2003年~）
国は電子カルテシステムの標準化推進を図るため、2003年~2006年にかけて積極的に
委員会開催、それと共同時に「厚生科研」を何本も走らせ、標準化施策を立案した

e-Japan構想以来多くの構想が立案された
コード・マスタ、データ交換規約の
標準化の必要性が強く提言された

（←当時）



0歳 80歳6歳 12歳 18歳 22歳 30歳 40歳 50歳 60歳 70歳
幼年期 少年期 ⻘年期 壮年期 中年期 ⾼年期胎児期

妊娠

糖尿病

脳卒中

⼼筋梗塞

救急・災害

妊娠・出産 予防接種 ⼩児疾病管理 PHR お薬⼿帳 連携ノート 健康管理 介護

・・・

健康・医療情報管理・共有・利活⽤基盤未整備
電⼦カルテシステム 介護事業者⽀援システム 健康管理⽀援システム 地域医療ネットワーク
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現 在 更 に L i f e  S t a g e を 通 じ た 情 報 共 有 が 求 め ら れ る

各地域で独自の地域医療情報ネットーワークが進化・県域跨ぐニーズは少ない
1995年頃より機運高まり、2000年代に入り、多くの地域ネットワークが出現
今後は病院間ネットワーク、地域ネットワーク間の情報共有基盤整備が急務

ライフステージを通じて、データ発生源・保管管理主体・データ構造バラバラ
行政間で考え方・目標・出口論・マイルストン設定すら共有化出来ていない

用語・コード等も標準化できておらず必要な情報が個々人に一意化されていない



人間関係の壁規制/制度の壁

プライバシーの壁 組織間の壁 財政/経済性の壁

情 報 共 有 や 利 活 用 に は 過 去 多 く の 壁 が あ っ た

データ管理の
主体輻輳化
縦割り

標準化への
政策誘導/資金投入

不〸分

民間企業
競争原理
企業論理

導入仕様
現場主導
標準仕様無

情報システム
点数担保無
コスト化

基本的な壁

運用上の壁

医療現場の壁 ☞マスター・コード体系・用語体系の標準化/共通化不徹底
☞ベンダー提供PKGでの標準化対応に相応の労力TO経費負担
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東京総合医療ネットワークホームページより
https://www.tokyo.med.or.jp/tokyo_medical_networ

k

※連携患者数は東総医に参画している医療機関
間の連携数、それぞれのネットワークの病診連
携の数は含まない。

http://www.ajisai-net.org/ajisai/07_outline/index_4.html より抜粋

ベンダーの壁を越えて情報共有の試みも活発化している
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実は、匿名加工医療情報の情報共有は先行的に進んでいる
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連携

３例目の認定事業者が加わった・・・ FAST-HDJ
一般財団法人匿名加工医療情報公正利用促進機構 認定日：２０２２年４月２７日
（認定匿名加工医療情報作成事業者） 医療情報の取扱い業務の委託→（株）日立製作所

MMLで共有

HL7.V2.5
(SS-MIX2 )

で共有



HL7 FHIRでの電子カルテ情報共有実現目標としている

標準化のキラーコンテンツとして
データ交換規約・HL7FHIRが
大いに注目され予算的措置も
多方面での投入が検討されている



３地域での情報共有に係る調査・実証実験

デジタル田園健康特区指定３地域での目標設定を共有・共通化し
出口戦略・マイルストンを共有化して実施（特区メンバー等と連携）

医療機関間の電子カルテ情報だけでなく
電子カルテ⇆PHR・PHR⇆ライフログ

データ・PHR⇆行政データ（健診情報等）
PHR⇆他データ（母子手帳・マイナポータル等々）の

幅広い範囲のデータ交換環境を整備し、電子カルテ⇆関連データ
との共有環境の調査を再度実施し、連携実証を行う

データ（フォーマット）間のエクスチェンジ機能構築を図る



SS-MIX
HL7 V2.5

患者基本、病名、処⽅
注射、検査結果

⾃治体
健康管理システム

特定健診、予防接種
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⾃治体・IoT等の
新しいデータから
標準規約への
データ交換

＜テーマ２＞
データ基盤間の
データ交換
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デジタル田園健康特区での調査・実証事業（事業スタート）

今回の実証実験の目指すところは・・・
電子カルテ・健康関連行政データ・PHR・個々人ライフログデータの一気通貫

シームレスな情報連携、患者一意化でのデータ管理、多様な情報利活用の基盤整備
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デジタル田園健康特区での調査・実証事業（公表資料）



健康・医療情報のデータ共有＆連携を効果的に実施する場合
●個々人データの一意化の為には、IDの紐付けが簡易に実行出来る事
●その為には、現時点では「被保険者番号」の活用が必須である

規制制度改革観点で現行法の確認・必要な対応必須

最後に・・データ共有の為に更に確認が必要なこと

健康・医療情報の一意化（名寄せ）の為にPHRをベースとして
番号法（取扱い事務/主体等）・健康保険法の確認もしていく


